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野
反
湖
（
群
馬
県
中
之
条
町
）

群馬県・新潟県・長野県の県境に
位置するダム湖、野反湖では、初
夏から初秋にかけて様々な高山植
物に彩られる。澄んだ空気と湖
水、湖を囲む山々の裾野に咲くノ
ゾリキスゲは、７月中旬頃に最盛
期を迎える。

　

人
口
減
少
社
会
に
関
す
る
増
田
論
文
が
波
紋
を

広
げ
て
い
る
。
し
か
し
昔
か
ら
「
過
疎
で
は
な
く

適
疎
」
と
い
う
考
え
方
が
あ
る
し
、
た
と
え
人
口

が
百
年
前
の
水
準
に
な
っ
た
と
し
て
も
、
国
際
水

準
か
ら
見
れ
ば
人
口
密
度
は
十
分
に
高
い
。
人
口

減
少
自
体
は
む
や
み
に
心
配
す
る
必
要
は
な
い
。

　

た
だ
し
地
方
が
こ
の
ま
ま
活
力
を
失
っ
て
し

ま
っ
て
は
な
ら
な
い
。
古
来
、
文
化
が
閉
塞
し
た

地
域
は
滅
び
る
と
い
う
教
訓
が
あ
る
。
地
域
の
文

化
が
閉
塞
し
て
い
る
よ
う
な
ら
、
文
化
の
風
を
起

こ
す
必
要
が
あ
る
。
人
口
減
少
社
会
の
中
で
は
、

外
か
ら
の
移
住
者
に
期
待
す
る
の
は
困
難
だ
が
、

交
流
人
口
に
よ
り
、
地
域
に
文
化
の
風
を
入
れ
る

こ
と
は
可
能
で
あ
る
。
ま
た
高
齢
化
や
人
口
減
少

で
活
力
を
失
い
そ
う
な
地
域
は
、
積
極
的
に
外
に

向
か
っ
て
助
力
の
要
請
を
し
て
よ
い
の
で
は
な
い

か
。
都
市
住
民
が
地
方
の
サ
ポ
ー
タ
ー
に
な
る
例

は
た
く
さ
ん
あ
る
し
、
そ
の
予
備
軍
は
ま
だ
ま
だ

い
る
。
こ
う
し
た
サ
ポ
ー
タ
ー
は
、
客
観
的
な
目

で
地
域
の
本
物
の
文
化
を
見
分
け
て
住
民
に
教
え

て
く
れ
る
働
き
も
す
る
。
そ
し
て
そ
の
地
域
文
化

は
こ
れ
か
ら
の
地
域
経
済
を
支
え
る
新
し
い
コ

ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ビ
ジ
ネ
ス
の
基
盤
に
も
な
る
。

　

さ
て
、
人
口
減
少
と
い
え
ば
、
世
界
に
目
を
向

け
る
必
要
が
あ
る
。
た
と
え
ば
ア
フ
リ
カ
中
部
に

は
、
マ
ラ
リ
ア
や
エ
イ
ズ
、飢
餓
、紛
争
な
ど
に
よ

り
、平
均
寿
命
が
40
歳
に
も
満
た
な
い
国
が
あ
る
。

医
療
や
教
育
、
産
業
基
盤
な
ど
の
公
共
投
資
が
必

要
だ
が
、
こ
う
し
た
国
で
は
税
収
が
上
が
る
わ
け

も
な
く
、
貧
困
の
悪
循
環
か
ら
抜
け
出
す
こ
と
が

で
き
な
い
。
し
か
し
こ
の
地
域
に
10
年
間
、
人
口

1
人
当
た
り
年
間
70
ド
ル
の
投
資
を
す
れ
ば
、
住

民
は
自
立
的
な
道
を
歩
む
よ
う
に
な
れ
る
と
い
う

国
連
の
試
算
が
あ
る
。
人
口
5
千
人
の
村
な
ら
年

間
3
千
5
百
万
円
で
良
い
。
日
本
の
同
規
模
町
村

の
年
間
予
算
の
百
分
の
一
の
水
準
で
あ
る
。
先
進

国
と
の
友
好
関
係
も
良
い
が
、
長
期
的
に
見
れ
ば

町
村
は
こ
う
し
た
地
域
と
の
関
係
を
築
く
こ
と
を

考
え
て
も
良
い
の
で
は
な
い
か
。
1
枚
の
蚊
帳
が

1
家
族
の
マ
ラ
リ
ア
罹
患
率
を
劇
的
に
下
げ
、
1

台
の
ト
ラ
ッ
ク
が
生
活
物
資
や
産
物
の
輸
送
車
、

救
急
車
に
な
る
。
こ
の
よ
う
な
支
援
が
で
き
れ
ば

地
域
住
民
の
誇
り
に
な
る
。
小
さ
い
町
村
で
あ
る

か
ら
こ
そ
で
き
る
素
早
い
決
断
で
、
風
を
引
き
込

む
力
、
風
を
吹
き
込
む
力
を
発
揮
し
て
欲
し
い
。

注
）
後
半
の
記
述
は
、
ジ
ェ
フ
リ
ー
・
サ
ッ
ク
ス
著
、
鈴

木
主
税
・
野
中
邦
子
訳『
貧
困
の
終
焉
』ハ
ヤ
カ
ワ
ノ
ン
フ
ィ

ク
シ
ョ
ン
文
庫
2
0
1
4
年
4
月
を
参
考
と
し
た

「
強
い
農
林
水
産
業
」
と
「
美
し
く
活
力
あ
る
農
山
漁
村
」　

の
実
現
に
向
け
て

　

〜
平
成
25
年
度
食
料
・
農
業
・
農
村
白
書
〜
…
…
…
…
農
林
水
産
省 

大
臣
官
房 

政
策
課 

情
報
分
析
室
…
⑵

平
成
二
十
五
年
度　

公
有
物
件
災
害
共
済
事
業
の
概
要
報
告
 …
…
…
…
…
…
一
般
財
団
法
人 

全
国
自
治
協
会
…
⑸

平
成
二
十
五
年
度　

町
村
職
員
生
協
火
災
・
自
動
車
共
済
事
業
の
概
要
報
告
 …
全
国
町
村
職
員
生
活
協
同
組
合
…
⑺

町
村
Ｎ
ａ
ｖ
ｉ
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
⑼

「
三
ツ
星
の
ふ
る
さ
と
」
を
目
指
し
て
 …
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
…
千
葉
県
鋸
南
町
長　

白
石　

治
和
…
⑽

政 

策

活 

動

活 

動

情 

報

随 

想

コラム

は
し

だ
て

た
つ

お

作
新
学
院
大
学
経
営
学
部
教
授
　
橋 

立
　
達 

夫

風
を
引
き
込
む
力
、風
を
吹
き
込
む
力



町 村 週 報（第三種郵便物認可）

政 策

「
和
食
」の
ユ
ネ
ス
コ
無
形
文
化
遺
産
登
録

　

平
成
25
年
12
月
、
国
連
教
育
科
学
文
化

機
関
（
ユ
ネ
ス
コ
）
は
、「
和
食；

日
本

人
の
伝
統
的
な
食
文
化
」
を
ユ
ネ
ス
コ
無

形
文
化
遺
産
と
し
て
登
録
す
る
こ
と
を
決

定
し
た
。
ユ
ネ
ス
コ
無
形
文
化
遺
産
に
登

録
さ
れ
た
「
和
食
」
と
は
、「
自
然
の
尊
重
」

と
い
う
日
本
人
の
精
神
を
体
現
し
た
食
に

関
す
る
「
社
会
的
慣
習
」
で
あ
り
、「
新

鮮
で
多
様
な
食
材
と
そ
の
持
ち
味
の
尊

重
」
や
「
栄
養
バ
ラ
ン
ス
に
優
れ
た
健
康

的
な
食
生
活
」
等
4
つ
の
特
徴
が
あ
る
。

　

一
方
、
我
が
国
の
食
生
活
は
、
米
を
中

心
と
し
た
食
事
か
ら
肉
類
・
鶏
卵
、
牛
乳
・

乳
製
品
等
を
多
く
取
り
入
れ
た
食
生
活
に

大
き
く
変
化
し
て
お
り
、
家
庭
内
で
調
理
す

る
機
会
は
減
少
傾
向
に
あ
る
。
こ
の
よ
う
な

中
、
地
域
に
お
け
る
食
育
の
推
進
、
地
域
食

材
の
利
用
拡
大
等
、日
本
の
食
文
化
を
保
護
・

継
承
す
る
取
組
が
重
要
で
あ
る
。

農
地
中
間
管
理
機
構
の
創
設
と
経
営
所
得
　

安
定
対
策
の
見
直
し
な
ど
の
4
つ
の
改
革

　

農
業
・
農
村
を
取
り
巻
く
状
況
が
厳
し

さ
を
増
す
中
、
農
業
・
農
村
が
有
す
る
本

来
の
活
力
を
取
り
戻
す
た
め
、
昨
年
1
年

間
、
政
府
及
び
与
党
に
お
い
て
議
論
が
行

わ
れ
、
平
成
25
年
12
月
、「
農
林
水
産
業
・

地
域
の
活
力
創
造
プ
ラ
ン
」
が
決
定
さ
れ

た
。

　

同
プ
ラ
ン
で
は
、今
後
10
年
間
で
農
業
・

農
村
の
所
得
倍
増
を
目
指
し
、
若
者
た
ち

が
希
望
を
持
て
る
「
強
い
農
林
水
産
業
」

と
「
美
し
く
活
力
あ
る
農
山
漁
村
」
を
創

造
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
プ
ラ
ン
に
基
づ
き
、
産
業
政
策

と
し
て
、①
農
地
中
間
管
理
機
構
の
創
設
、

②
経
営
所
得
安
定
対
策
の
見
直
し
、
③
水

田
フ
ル
活
用
と
米
政
策
の
見
直
し
を
行
う

と
と
も
に
、
地
域
政
策
と
し
て
、
④
日
本

型
直
接
支
払
制
度
の
創
設
の
4
つ
の
改
革

を
推
進
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

こ
れ
ら
の
4
つ
の
改
革
を
進
め
、
創
意

工
夫
に
富
ん
だ
農
業
経
営
者
が
存
分
に

チ
ャ
レ
ン
ジ
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
と

と
も
に
、
地
域
一
体
と
な
っ
て
農
業
・
農

村
の
多
面
的
機
能
の
維
持
・
発
揮
を
促
進

し
、
食
料
自
給
率
・
自
給
力
の
維
持
向
上

と
食
料
安
全
保
障
を
確
立
す
る
こ
と
を
通

じ
て
「
強
い
農
林
水
産
業
」
を
創
造
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。

単
身
・
高
齢
者
世
帯
の
食
料
消
費
の
変
化

　

第
1
章
「
食
料
の
安
定
供
給
の
確
保
に

向
け
た
取
組
」
で
は
、
世
界
の
食
料
需
給

の
動
向
、
食
料
自
給
率
や
食
料
消
費
の
動

向
等
に
つ
い
て
記
述
し
て
い
る
。

　

食
料
消
費
の
動
向
に
つ
い
て
は
、
世
帯

構
造
の
変
化
と
65
歳
以
上
の
単
身
世
帯
に

お
け
る
食
料
消
費
支
出
の
変
化
に
着
目
し

て
記
述
し
て
い
る
。

　

今
後
、
単
身
世
帯
が
大
き
く
増
加
し
、

夫
婦
と
子
の
世
帯
等
は
減
少
す
る
見
通
し

で
あ
る
。
ま
た
、単
身
世
帯
に
お
い
て
は
、

世
帯
主
が
65
歳
以
上
の
割
合
が
平
成
22
年

の
29
・
9
％
か
ら
42
年
の
39
・
0
％
ま
で

上
昇
す
る
見
通
し
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
単
身
・
高
齢
者
世
帯

に
お
け
る
食
料
消
費
支
出
に
つ
い
て
は
、

　

5
月
27
日
、
平
成
25
年
度
食
料
・
農
業
・
農
村
白
書
が
閣
議
決
定
・
公
表
さ

れ
た
。

　

今
回
の
白
書
で
は
、
冒
頭
の
ト
ピ
ッ
ク
ス
に
「
和
食
」
の
ユ
ネ
ス
コ
無
形
文

化
遺
産
登
録
を
契
機
と
し
た
日
本
の
食
文
化
の
保
護
・
継
承
の
重
要
性
や
「
農

林
水
産
業
・
地
域
の
活
力
創
造
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
く
農
政
改
革
の
概
要
に
つ
い

て
取
り
上
げ
る
と
と
も
に
、
食
料
の
安
定
供
給
の
確
保
に
向
け
た
取
組
、
強
い

農
業
の
創
造
や
農
村
の
振
興
・
活
性
化
を
図
る
た
め
に
進
め
て
い
る
取
組
、
東

日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
に
関
す
る
取
組
に
つ
い
て
記
述
し
て
い
る
。

平成26年 7 月21日　2第2887号

「強い農林水産業」と「美しく活力ある農山漁村」
　の実現に向けて

～平成25年度食料・農業・農村白書～

政策解説

農林水産省 大臣官房 政策課 情報分析室
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政 策

考
え
ら
れ
る
。

農
地
中
間
管
理
機
構
の
整
備

　

第
2
章
「
強
い
農
業
の
創
造
に
向
け
た

取
組
」
で
は
、
農
業
の
構
造
改
革
の
推
進

と
し
て
、
農
地
の
集

積
・
集
約
化
や
担
い

手
の
動
向
、
農
業
の

高
付
加
価
値
化
等
に

つ
い
て
記
述
し
て
い

る
。

　

農
地
の
集
積
・
集

約
化
に
つ
い
て
は
、

農
地
流
動
化
の
着
実

な
進
展
に
伴
い
、
農

地
面
積
に
占
め
る

「
担
い
手
の
利
用
面

積
」
の
割
合
は
上
昇

し
て
お
り
、
平
成
22

年
で
は
農
地
面
積
全

体
の
49
％
（
2
2
6

万
ha
）
を
占
め
て
い

る
。

　

一
方
、
耕
作
放
棄

地
面
積
に
つ
い
て

は
、
平
成
22
年
で
は

39
万
6
千
ha
ま
で
増

加
し
て
い
る
。
こ
の

た
め
、
耕
作
放
棄
地

の
発
生
抑
制
と
農
地

集
積
を
図
る
観
点
か
ら
、
信
頼
で
き
る
農

地
の
中
間
的
受
け
皿
と
し
て
、
都
道
府
県

ご
と
に
農
地
中
間
管
理
機
構
を
整
備
し
、

担
い
手
へ
の
農
地
利
用
の
集
積
・
集
約
化

を
推
進
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

　

農
地
中
間
管
理
機
構
の
仕
組
み
に
つ
い

て
は
、
地
域
内
の
分
散
し
た
農
地
を
農
地

中
間
管
理
機
構
が
借
り
受
け
、
必
要
な
場

合
に
は
、
大
区
画
化
等
の
条
件
整
備
も

行
っ
た
上
で
、
担
い
手
の
意
向
（
規
模
拡

大
や
利
用
す
る
農
地
の
集
約
化
）
に
配
慮

し
て
転
貸
す
る
も
の
で
あ
り
、
こ
れ
に
よ

り
、農
地
利
用
の
再
配
分
を
適
切
に
行
い
、

地
域
の
農
地
利
用
を
最
適
な
状
態
に
移
行

し
て
い
く
こ
と
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。

　

担
い
手
の
動
向
に
つ
い
て
は
、
法
人
経

営
体
数
は
平
成
25
年
で
1
万
4
、
6
0
0

経
営
体
と
増
加
傾
向
に
あ
り
、
農
地
面
積

全
体
に
占
め
る
割
合
も
上
昇
し
て
い
る
。

　

一
方
、
基
幹
的
農
業
従
事
者
の
高
齢
化

が
進
行
し
、
平
成
25
年
で
は
65
歳
以
上
層

が
61
％
、
40
代
以
下
が
10
％
と
い
う
ア
ン

バ
ラ
ン
ス
な
状
況
と
な
っ
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
基
幹
的
農
業
従
事
者

の
約
半
数
（
42
％
）
を
占
め
る
女
性
農
業

者
が
、
地
域
農
業
の
活
性
化
や
農
産
物
の

加
工
・
販
売
を
通
じ
た
6
次
産
業
化
の
推

進
に
お
い
て
重
要
な
役
割
を
果
た
し
て
お

り
、
女
性
な
ら
で
は
の
知
恵
を
活
か
し
た

多
様
な
活
動
を
行
う
な
ど
全
国
各
地
で
活

躍
し
て
い
る
。

生
鮮
食
品
が
減
少
す
る
一
方
、
調
理
食
品

や
飲
料
・
酒
類
が
増
加
し
て
い
る
。
さ
ら

に
、
食
料
消
費
支
出
の
実
質
額
が
増
加
し

た
品
目
を
み
る
と
、
調
理
食
品
で
は
、
天

ぷ
ら
・
フ
ラ
イ
等
、
飲
料
で
は
、
コ
ー
ヒ
ー

飲
料
等
の
消
費
支
出
が
増
加
し
て
お
り
、

簡
便
な
食
事
が
選
好
さ
れ
る
傾
向
に
あ

る
。

　

今
後
、
単
身
・
高
齢
者
世
帯
の
増
加
が

見
込
ま
れ
る
こ
と
か
ら
、
単
身
・
高
齢
者

世
帯
の
ニ
ー
ズ
に
適
っ
た
食
品
・
農
産
物

の
生
産
を
推
進
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
と
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今
後
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を
目
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す
。

資料：内閣官房作成

資料：農林水産省作成
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■参考１　農林水産業・地域の活力創造プランの概要

■参考２　４つの改革の概要
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政 策

農
村
の
人
口
減
少
と
　
　
　
　
　
　
　
　

多
面
的
機
能
の
維
持
・
発
揮

　

第
3
章
「
地
域
資
源
を
活
か
し
た
農
村

の
振
興
・
活
性
化
」
で
は
、
農
業
・
農
村

の
持
つ
多
面
的
機
能
の
維
持
・
発
揮
、
鳥

獣
害
の
現
状
と
対
策
等
を
記
述
し
て
い
る
。

　

将
来
人
口
の
推
計
結
果
（
30
年
後
）
に

よ
る
と
、
全
て
の
都
道
府
県
に
お
い
て
人

口
が
減
少
し
、
特
に
中
山
間
地
域
の
市
町

村
の
人
口
が
大
き
く
減
少
し
て
い
る
。
さ

ら
に
、
農
林
漁
業
従
事

者
割
合
が
高
い
市
町
村

で
は
人
口
減
少
率
が
大

き
く
な
る
傾
向
が
み
ら

れ
る
。

　

こ
の
よ
う
に
農
村
地

域
で
は
将
来
的
に
人
口

減
少
の
加
速
化
が
予
測

さ
れ
、
永
き
に
わ
た
っ

て
培
わ
れ
て
き
た
農
業

生
産
活
動
や
共
同
活
動

が
弱
体
化
し
、
地
域
資

源
の
荒
廃
や
定
住
基
盤

の
崩
壊
が
懸
念
さ
れ
て

い
る
。

　

一
方
、
農
業
・
農
村

は
、
食
料
の
供
給
の
み

な
ら
ず
、国
土
の
保
全
、

水
源
の
涵
養
、
生
物
多

様
性
の
保
全
、
良
好
な

景
観
の
形
成
、
文
化
の

伝
承
等
、
様
々
な
役
割

を
有
し
て
お
り
、
そ
の

効
果
は
国
民
全
体
が
享

受
し
て
い
る
。
ま
た
、

歴
史
や
伝
統
あ
る
棚
田
・
疏
水
・
た
め
池

等
は
、
地
域
で
育
ま
れ
て
き
た
文
化
を
背

景
に
、
美
し
い
農
村
景
観
を
形
成
し
て
お

り
、
将
来
に
残
す
べ
き
地
域
資
源
と
し
て

保
全
・
継
承
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。

　

こ
の
よ
う
な
中
、
伝
統
的
な
農
業
、
生

物
多
様
性
が
守
ら
れ
た
土
地
利
用
や
景
観

と
し
て
、
平
成
25
年
5
月
、
国
連
食
糧
農

業
機
関
（
Ｆ
Ａ
Ｏ
）
は
、
静
岡
県
掛
川
地

域
、
熊
本
県
阿
蘇
地
域
、
大
分
県
国
東
半

島
宇
佐
地
域
を
世
界
農
業
遺
産
に
認
定
し

た
。
こ
れ
ま
で
日
本
で
は
、
平
成
23
年
に

新
潟
県
佐
渡
市
、
石
川
県
能
登
地
域
が
世

界
農
業
遺
産
と
し
て
認
定
さ
れ
て
お
り
、

今
回
で
5
地
域
の
認
定
と
な
っ
た
。

　

こ
の
ほ
か
、
野
生
鳥
獣
に
よ
る
農
作
物

被
害
額
に
つ
い
て
は
、
平
成
24
年
度
は
前

年
度
に
比
べ
て
4
億
円
増
加
し
2
3
0
億

円
と
な
っ
て
お
り
、
特
に
シ
カ
と
イ
ノ
シ

シ
に
よ
る
被
害
額
が
依
然
と
し
て
多
い
状

況
に
あ
る
。
こ
の
た
め
、
市
町
村
が
鳥
獣

被
害
防
止
特
措
法
に
基
づ
い
て
被
害
防
止

計
画
を
作
成
し
、
鳥
獣
被
害
対
策
実
施
隊

に
よ
る
捕
獲
や
追
い
払
い
な
ど
、
地
域
ぐ

る
み
の
被
害
防
止
活
動
に
取
り
組
ん
で
い

る
。地

震
・
津
波
被
害
か
ら
の
復
旧
・
復
興

　

第
4
章「
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・

復
興
」
で
は
、
地
震
・
津
波
に
よ
る
被
害

や
原
発
事
故
の
影
響
と
復
旧
・
復
興
に
向

け
た
取
組
を
記
述
し
て
い
る
。

　

津
波
に
よ
り
被
災
し
た
農
地
2
万
1
、

4
8
0
ha
に
つ
い
て
は
、「
農
業
・
農
村

の
復
興
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
」
に
基
づ
き
、

平
成
26
年
度
ま
で
の
お
お
む
ね
3
年
間
で

営
農
再
開
が
可
能
と
な
る
こ
と
を
目
指

し
、
農
地
復
旧
や
除
塩
等
を
実
施
し
、
平

成
25
年
度
の
作
付
け
ま
で
に
1
万
3
、
4

7
0
ha
（
63
％
）
の
農
地
で
営
農
再
開
が

可
能
と
な
り
、
マ
ス
タ
ー
プ
ラ
ン
の
目
標

を
お
お
む
ね
達
成
し
て
い
る
。

　

原
発
事
故
の
影
響
と
復
旧･

復
興
に
向

け
た
取
組
に
つ
い
て
は
、
放
射
性
セ
シ
ウ

ム
が
基
準
値
以
下
の
農
畜
産
物
の
み
が
流

通
す
る
よ
う
、
生
産
現
場
に
お
け
る
低
減

対
策
、
放
射
性
セ
シ
ウ
ム
検
査
、
出
荷
制

限
等
を
組
み
合
せ
て
安
全
を
確
保
し
て
い

る
。
こ
れ
ら
の
取
組
の
結
果
、
放
射
性
セ

シ
ウ
ム
濃
度
の
基
準
値
を
超
過
す
る
割
合

は
年
々
減
少
し
、
出
荷
再
開
の
動
き
も
拡

大
し
た
。
こ
の
よ
う
な
中
、
福
島
県
伊
達

地
方
の
あ
ん
ぽ
柿
の
加
工
・
出
荷
が
3
年

ぶ
り
に
再
開
さ
れ
た
。

　

ま
た
、
原
発
事
故
に
伴
い
多
く
の
国
・

地
域
が
日
本
産
農
林
水
産
物
・
食
品
の
輸

入
規
制
を
強
化
し
た
が
、
政
府
一
体
と

な
っ
た
働
き
か
け
の
結
果
、
平
成
26
年
1

月
に
は
豪
州
で
全
て
の
輸
入
規
制
措
置
が

撤
廃
さ
れ
る
な
ど
、
各
国
・
地
域
に
お
け

る
規
制
緩
和
・
撤
廃
の
動
き
が
み
ら
れ
る
。

資料： 国立・社会保障人口問題研究所「日本の地域別
将来推計人口（平成25（2013）年３月推計）」
を基に農林水産省で作成

資料： 国立・社会保障人口問題研究所「日本の地域別
将来推計人口（平成25（2013）年３月推計）」
を基に農林水産省で作成
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活 動

建
物
災
害
共
済
事
業

建
物
災
害
共
済
事
業
は
、
町
村
の
所
有
す
る
建
物

等
が
火
災
や
自
然
災
害
等
に
よ
っ
て
生
じ
た
損
害
を

相
互
救
済
す
る
た
め
、
昭
和
二
十
三
年
四
月
よ
り
地

方
自
治
法
第
二
六
三
条
の
二
（
相
互
救
済
事
業
経
営

の
委
託
）
の
規
定
に
基
づ
い
て
、
実
施
し
、
現
在
に

至
っ
て
い
る
。

こ
の
間
、
共
済
委
託
町
村
並
び
に
各
都
道
府
県
町

村
会
の
ご
理
解
と
多
大
な
協
力
を
得
て
事
業
を
実
施

す
る
と
と
も
に
共
済
委
託
団
体
の
財
政
負
担
の
軽
減

を
は
か
り
、
共
済
委
託
物
件
の
加
入
推
進
に
努
め
て

い
る
と
こ
ろ
で
あ
る
。

平
成
二
十
五
年
度
の
経
常
増
減
額
は
、
共
済
基
金

分
担
金
収
入
六
〇
億
七
、
三
一
五
万
余
円
等
を
含
む

経
常
収
益
合
計
九
四
億
五
、
一
二
五
万
余
円
と
共
済

金
四
二
億
四
、
〇
一
九
万
余
円
を
含
む
経
常
費
用
一

〇
一
億
九
、
三
〇
一
万
余
円
と
の
差
引
き
七
億
四
、

一
七
五
万
余
円
が
減
少
し
、
大
規
模
な
風
水
害
等
自

然
災
害
に
対
す
る
共
済
金
や
地
震
等
の
被
害
に
対
す

る
災
害
見
舞
金
の
支
払
い
に
備
え
る
異
常
危
険
準
備

金
へ
五
、
六
二
〇
万
余
円
を
繰
入
れ
、
事
業
収
支
の

欠
損
を
て
ん
補
す
る
た
め
異
常
危
険
準
備
金
か
ら
一

一
億
九
、
五
六
八
万
余
円
の
取
崩
を
行
っ
た
。

平
成
二
十
五
年
度
の
受
託
及
び
罹
災
状
況
等
は
、

次
の
と
お
り
で
あ
る
。

1
、
受
託
状
況

平
成
二
十
五
年
度
の
受
託
実
績
は
、
表
（
1
）
の

と
お
り
で
あ
る
。

受
託
件
数
は
三
七
五
、
七
八
九
件
で
、
前
年
度
比

六
九
四
件
（
同
〇
・
二
％
）
の
増
と
な
っ
た
。
ま

た
、
共
済
責
任
額
は
前
年
度
比
四
七
八
億
余
円
増
の

三
一
兆
一
、
〇
〇
九
億
余
円
と
な
っ
た
。
収
入
分
担

金
は
六
〇
億
七
、
三
一
五
万
余
円
で
、
前
年
度
実
績

六
〇
億
五
、
一
七
九
万
余
円
に
比
し
二
、
一
三
六
万

余
円
（
同
〇
・
四
％
）
の
増
と
な
っ
た
。

2
、
罹
災
状
況

平
成
二
十
五
年
度
の
罹
災
状
況
は
、
表
（
2
）
の

と
お
り
で
あ
る
。

罹
災
件
数
は
四
、
九
六
三
件
で
、
前
年
度
よ
り
一
、

四
九
五
件
（
同
二
三
・
一
％
）
の
減
と
な
り
、
支
払

共
済
金
は
前
年
度
よ
り
三
億
二
、
四
二
三
万
余
円

（
同
七
・
一
％
）
減
の
四
二
億
四
、
〇
一
九
万
余
円

と
な
っ
た
。

な
お
、
収
入
分
担
金
六
〇
億
七
、
三
一
五
万
余
円

に
対
す
る
損
害
率
は
六
九
・
八
％
で
あ
る
。

3
、
用
途
別
罹
災
状
況

用
途
別
の
罹
災
状
況
は
、
表
（
3
）
の
と
お
り
で

あ
る
。

罹
災
件
数
は
学
校
関
係
施
設
が
最
も
多
く
、
支
払

共
済
金
及
び
用
途
別
の
損
害
率
に
お
い
て
は
環
境
衛

生
施
設
が
最
も
高
く
な
っ
て
い
る
。

4
、
支
払
備
金

既
発
生
事
故
で
あ
っ
て
共
済
金
が
未
請
求
と
な
っ

て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
損
害
共
済
金
を
概
算
見

積
り
の
う
え
、
四
七
億
八
、
六
七
四
万
余
円
を
本
年

公
有
物
件
災
害
共
済
事
業
の
概
要
報
告

平

　
　
　成

二
十
五
年
度

一
般
財
団
法
人
全
国
自
治
協
会

　

一
般
財
団
法
人
全
国
自
治
協
会
は
、
地
方
自
治
法
第
二
六
三
条
の
二
の
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
い
て
公
有
物
件
（
建
物
・
自
動
車
）
の
災

害
共
済
事
業
を
行
っ
て
い
る
。
平
成
二
十
六
年
六
月
十
八
日
開
催
の
理
事
会
の
承
認
を
得
、
同
月
三
十
日
の
定
時
評
議
員
会
に
お
い
て
、
平

成
二
十
五
年
度
事
業
報
告
及
び
決
算
に
つ
い
て
報
告
し
た
の
で
、
次
の
と
お
り
そ
の
概
要
を
公
表
す
る
。
町
村
週
報
へ
の
掲
載
は
、
公
有
物

件
災
害
共
済
規
約
第
十
八
条
の
『
地
方
自
治
法
二
六
三
条
の
二
の
第
二
項
に
定
め
る
事
業
の
経
営
状
況
の
通
知
等
は
、「
町
村
週
報
」
に
掲

載
す
る
』
と
の
定
め
に
よ
る
も
の
で
あ
る
。

表⑴
　
建物共済受託実績

区　　　分 平成25年度 平成24年度 比較増減 増減率

件　　　数 375,789件 375,095件 694件 0.2％

共済責任額31,100,992,564千円31,053,191,074千円 47,801,490千円 0.2％

収入分担金 6,073,158,477円 6,051,797,409円 21,361,068円 0.4％

表⑵
　
建物共済罹災状況

区　　　分 平成25年度 平成24年度 比較増減 増減率

件　　　数 4,963件 6,458件 △1,495件△23.1％

支払共済金 4,240,190,528円 4,564,423,512円 △324,232,984円 △7.1％

損　害　率 69.8％ 75.4％ △5.6％ ─
（注）△印は減を示す。

表⑶
　
建物共済用途別罹災状況

用　途　別 件　　数 支払共済金 損　害　率

建　

物　

共　

済

学校関係施設1,017件（
 
20.5％）646,605,584円（

 
15.2％）10.7％（

 
48.0％）

役場関係施設 507　（
 
10.2　）342,836,382　（　8.1　）5.7　（

 
86.1　）

医療関係施設 82　（　1.7　） 31,014,232　（　0.7　）0.5　（
 
14.2　）

住 宅 施 設 211　（　4.2　）274,861,361　（　6.5　）4.5　（
 
57.5　）

社会教育･文化施設 549　（
 
11.1　）464,006,295　（

 
10.9　）7.6　（

 
51.1　）

福祉関係施設 299　（　6.0　）159,182,762　（　3.8　）2.6　（
 
29.2　）

体育･レクリエーション施設 755　（
 
15.2　）718,881,363　（

 
17.0　）11.8　（

 
86.3　）

環境衛生施設 663　（
 
13.4　）838,652,404　（

 
19.8　）13.8　（123.6　）

その他の施設 880　（
 
17.7　）764,150,145　（

 
18.0　）12.6　（117.2　）

合　　　　　　　計 4,963　（100.0　）4,240,190,528　（100.0　）69.8　（　─　）

（注） 損害率は総分担金収入に対する用途別の損害率であり、（  ）は各用途別区
分収入に対する用途別の損害率である。

表⑷
　
建物共済災害見舞金給付状況等

区　　　分 平成25年度 過　年　度 合　　　計

件 数 － 件 368件 368件

災害見舞金給付額 － 円 224,395,848円 224,395,848円

未 払 費 用 10,193,795円 136,129,201円 146,322,996円

合 計 10,193,795円 360,525,049円 370,718,844円
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活 動

度
支
払
備
金
と
し
て
計
上
し
た
。

5
、
異
常
危
険
準
備
金

風
水
災
、
地
震
・
津
波
等
の
巨
大
災
害
リ
ス
ク
に

備
え
る
た
め
の
異
常
危
険
準
備
金
は
一
〇
三
億
七
、

二
九
九
万
余
円
と
な
っ
た
。

6
、
災
害
見
舞
金

災
害
見
舞
金
は
、
自
然
災
害
（
地
震
・
噴
火
・
津

波
に
よ
る
損
害
）
に
対
し
て
給
付
す
る
が
、
平
成
二

十
五
年
度
に
お
い
て
は
、
表
（
4
）
の
と
お
り
で
あ

る
。

7
、
諸
積
立
金

平
成
二
十
五
年
度
末
に
お
け
る
基
金
積
立
金
（
財

産
収
入
を
も
っ
て
造
成
）及
び
運
営
準
備
積
立
金（
事

業
剰
余
金
の
積
立
）
の
総
額
は
三
二
二
億
一
、
七
二

八
万
余
円
と
な
り
、
そ
の
内
訳
は
、
基
金
積
立
金
三

二
一
億
一
、
九
〇
三
万
余
円
、
運
営
準
備
積
立
金
九
、

八
二
四
万
余
円
で
あ
る
。

8
、
消
防
設
備
資
金
融
資

共
済
事
業
委
託
町
村
等
に
対
す
る
還
元
融
資
と
し

て
の
消
防
設
備
資
金
の
貸
付
状
況
は
表
（
5
）
の
と

お
り
で
あ
る
。

自
動
車
損
害
共
済
事
業

自
動
車
損
害
共
済
事
業
は
、
町
村
が
管
理
、
使
用

す
る
自
動
車
に
つ
い
て
生
じ
た
損
害
及
び
自
動
車
に

よ
っ
て
生
じ
た
共
済
委
託
町
村
が
被
る
法
律
上
の
損

害
賠
償
額
を
相
互
に
救
済
す
る
た
め
、
建
物
災
害
共

済
事
業
と
同
様
、地
方
自
治
法
第
二
六
三
条
の
二（
相

互
救
済
事
業
経
営
の
委
託
）
の
規
定
に
よ
る
共
済
事

業
と
し
て
、
昭
和
三
十
三
年
十
月
に
発
足
し
、
現
在

に
至
っ
て
い
る
。
こ
の
間
、
共
済
委
託
町
村
並
び
に

各
都
道
府
県
町
村
会
の
ご
理
解
と
多
大
な
協
力
を
得

て
事
業
を
実
施
す
る
と
と
も
に
、
事
故
に
よ
っ
て
生

ず
る
事
故
処
理
に
つ
い
て
は
査
定
専
門
員
を
配
置

し
、
査
定
体
制
の
強
化
を
は
か
り
、
早
期
か
つ
適
正

な
解
決
に
努
め
て
い
る
。

平
成
二
十
五
年
度
の
経
常
増
減
額
は
、
共
済
基
金

分
担
金
収
入
二
七
億
七
、
四
四
九
万
余
円
等
を
含
む

経
常
収
益
合
計
三
二
億
三
、
二
一
四
万
余
円
と
共
済

金
一
六
億
一
、
五
六
八
万
余
円
等
を
含
む
経
常
費
用

二
六
億
八
、
七
二
七
万
余
円
と
の
差
引
き
五
億
四
、

四
八
六
万
余
円
が
増
加
し
た
。

平
成
二
十
五
年
度
の
受
託
及
び
損
害
状
況
等
は
、

次
の
と
お
り
で
あ
る
。

1
、
受
託
状
況

平
成
二
十
五
年
度
の
受
託
実
績
は
、
表
（
6
）
の

と
お
り
で
あ
っ
て
、共
済
基
金
分
担
金
収
入
総
額
は
、

二
七
億
七
、
四
四
九
万
余
円
で
前
年
度
実
績
に
比

し
、
九
八
二
万
余
円
（
〇
・
四
％
）
の
増
と
な
っ
た
。

共
済
種
別
毎
の
受
託
状
況
で
は
、
車
両
共
済
に
お

い
て
は
、
一
一
〇
、
一
五
〇
台
で
前
年
度
比
五
二
一

台
（
〇
・
五
％
）
の
増
、
収
入
分
担
金
一
二
億
六
、

五
八
一
万
余
円
で
、前
年
度
比
三
四
四
万
余
円
（
〇
・

三
％
）
の
増
と
な
っ
た
。
ま
た
、
賠
償
共
済
に
お
い

て
は
対
物
賠
償
共
済
一
一
三
、
九
二
二
台
で
前
年
度

比
三
〇
五
台
（
〇
・
三
％
）、
対
人
賠
償
共
済
一
一

三
、六
八
八
台
で
、前
年
度
比
三
三
四
台（
〇
・
三
％
）

そ
れ
ぞ
れ
増
加
し
、
収
入
分
担
金
は
対
物
賠
償
共
済

九
億
六
、
六
六
二
万
余
円
で
前
年
度
比
八
〇
六
万
余

円
（
〇
・
八
％
）
の
増
、
対
人
賠
償
共
済
は
五
億
四
、

二
〇
五
万
余
円
で
、
前
年
度
比
一
六
九
万
余
円

（
〇
・
三
％
）
の
減
と
な
っ
た
。

2
、
損
害
の
状
況

平
成
二
十
五
年
度
の
損
害
状
況
は
、
表
（
7
）
の

と
お
り
で
あ
る
。

損
害
件
数
は
車
両
共
済
で
七
、
三
八
二
件
、
前
年

度
比
三
一
件
の
減
、
対
物
賠
償
共
済
は
二
、
一
〇
五

件
、
前
年
度
比
一
五
件
の
減
、
対
人
賠
償
共
済
は
一

六
〇
件
で
前
年
度
比
九
件
減
少
し
た
。

ま
た
、
損
害
率
に
お
い
て
は
前
年
度
に
比
べ
、
車

両
共
済
が
二
・
八
％
増
加
、
対
物
賠
償
共
済
は
一
・

五
％
減
少
、対
人
賠
償
共
済
は
七
・
七
％
増
加
し
た
。

3
、
支
払
備
金

既
発
生
事
故
で
あ
っ
て
共
済
金
が
未
請
求
と
な
っ

て
い
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
損
害
共
済
金
を
概
算
見

積
り
の
上
、平
成
二
十
五
年
度
支
払
備
金
と
し
て
一
、

〇
〇
三
件
、
三
億
五
、
五
三
〇
万
余
円
を
計
上
し
た
。

4
、
異
常
危
険
準
備
金

大
事
故
支
払
リ
ス
ク
に
備
え
る
た
め
、四
四
億
三
、

九
一
九
万
余
円
を
異
常
危
険
準
備
金
と
し
て
計
上
し

た
。

5
、
諸
積
立
金

平
成
二
十
五
年
度
末
に
お
け
る
基
金
積
立
金
（
財

産
収
入
を
も
っ
て
造
成
）
お
よ
び
運
営
準
備
積
立
金

（
事
業
剰
余
金
の
積
立
）
の
総
額
は
、
一
二
二
億
二
、

七
二
九
万
余
円
と
な
り
、
そ
の
内
訳
は
基
金
積
立
金

四
五
億
一
、
五
四
八
万
余
円
、
運
営
準
備
積
立
金
七

七
億
一
、
一
八
一
万
余
円
で
あ
る
。

表⑸
　
消防設備資金融資

貸付年度貸付件数 貸　付　額 償還済額 本年度末未償還元金

平成19年度 98件 1,750,800千円 1,469,668千円 281,132千円

平成20年度 99件 1,879,300千円 1,321,592千円 557,708千円

平成21年度 82件 1,633,900千円 842,634千円 791,266千円

平成22年度 81件 1,674,900千円 629,468千円 1,045,432千円

平成23年度 88件 1,957,200千円 361,792千円 1,595,408千円

平成24年度 82件 1,631,000千円 0千円 1,631,000千円

平成25年度 71件 1,515,700千円 0千円 1,515,700千円

合 計 601件 12,042,800千円 4,625,154千円 7,417,646千円

表⑹
　
自動車共済受託実績

区　　　分 車 両 共 済
賠　償　共　済

合　　　計
対　　　物 対　　　人

平
成
25
年
度

台 数 110,150台 113,922台 113,688台 337,760台

収入分担金 1,265,817,610円 966,620,620円 542,058,850円 2,774,497,080円
平
成
24
年
度

台 数 109,629台 113,617台 113,354台 336,600台

収入分担金 1,262,368,690円 958,551,390円 543,751,670円 2,764,671,750円
比
較
増
減
（
％
）

台 数 521台
（0.5％）

305台
（0.3％）

334台
（0.3％）

1,160台
（0.3％）

収入分担金 3,448,920円
（0.3％）

8,069,230円
（0.8％）

△1,692,820円
（△0.3％）

9,825,330円
（0.4％）

（注）△印は減を示す。

表⑺
　
自動車共済損害状況

区　　　分 車
 
両
 
共
 
済

賠　償　共　済
合　　　計

対　　　物 対　　　人

平
成
25
年
度

件 数 7,382件 2,105件 160件 9,647件

支払共済金1,137,955,139円 348,659,037円 129,069,097円1,615,683,273円

損害率 （89.9％） （36.1％） （23.8％） （58.2％）

平
成
24
年
度

件 数 7,413件 2,120件 169件 9,702件

支払共済金1,099,019,666円 360,775,949円 87,661,389円1,547,457,004円

損害率 （87.1％） （37.6％） （16.1％） （56.0％）
比
較
増
減（
％
）

件 数 △31件 △15件 △9件 △55件

支払共済金 38,935,473円△12,116,912円 41,407,708円 68,226,269円

損害率 （2.8％） （△1.5％） （7.7％） （2.2％）

（注）損害率＝支払共済金／収入分担金　△印は減を示す。
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活 動

事
業
概
要

本
組
合
は
、
消
費
生
活
協
同
組

合
法
に
準
拠
し
た
職
域
生
協
と
し

て
設
立
し
、
昭
和
29
年
4
月
よ
り

火
災
共
済
事
業
を
開
始
し
た
。
ま

た
、
町
村
職
員
の
保
有
の
自
動
車

に
よ
る
不
慮
の
自
動
車
事
故
に

よ
っ
て
生
ず
る
町
村
職
員
の
経
済

負
担
に
備
え
る
た
め
昭
和
42
年
4

月
よ
り
自
動
車
共
済
事
業
を
実
施

し
て
い
る
。

両
事
業
開
始
以
来
、
事
業
内
容

の
改
善
充
実
に
つ
と
め
、
協
同
互
助
の
精
神
に
基
づ

く
町
村
職
員
等
の
生
活
の
安
定
に
寄
与
す
る
こ
と
に

最
大
限
の
努
力
を
傾
注
し
、
今
日
に
至
っ
て
い
る
。

平
成
25
年
度
の
事
業
概
要
は
下
記
の
と
お
り
で
、

組
合
員
に
つ
い
て
は
、前
年
度
比
1
、4
0
7
人（
0
・

8
％
）
の
減
と
な
っ
た
。

火
災
共
済
事
業
は
、契
約
件
数
で
前
年
度
よ
り
2
、

2
0
8
件
（
2
・
4
％
）
の
減
と
な
り
、
共
済
掛
金

も
前
年
度
比 

2
、
6
5
7
万
余
円
（
2
・
1
％
）

の
減
と
な
っ
た
。
風
水
雪
害
特
約
共
済
は
、
契
約
件

数
で
前
年
度
よ
り
4
7
4
件
（
1
・
7
％
）
の
増
と

な
り
、
共
済
掛
金
は
前
年
度
比
8
5
9
万
余
円
の
増

と
な
っ
た
。

自
動
車
共
済
事
業
で
は
、
契
約
台
数
は
前
年
度
比

2
、
3
3
0
台
（
1
・
2
％
）
の
減
と
な
り
、
共
済

掛
金
は
8
、
8
7
9
万
余
円
（
1
・
7
％
）
の
減
と

な
っ
た
。

一
方
、
共
済
金
の
支
払
は
、
火
災
共
済
事
業
で
前

年
度
比
1
0
7
件
（
17
・
3
％
）
の
減
と
な
り
、
共

済
金
合
計
に
お
い
て
も
1
億
3
、
9
2
8
万
余
円

（
28
・
5
％
）
の
減
と
な
っ
た
。
ま
た
、
風
水
雪
害

特
約
共
済
金
の
給
付
に
つ
い
て
は
前
年
度
比
30
件

（
16
・
0
％
）
の
減
と
な
り
、
共
済
金
合
計
に
お
い

て
は
3
、2
2
2
万
余
円
（
16
・
1
％
）
の
減
と
な
っ

た
。
さ
ら
に
、
災
害
見
舞
金
の
給
付
件
数
に
つ
い
て

は
、
前
年
度
2
0
3
件
に
比
し
49
件
、
災
害
見
舞
金

に
し
て
1
、
3
4
8
万
余
円
の
給
付
が
あ
っ
た
。

自
動
車
共
済
事
業
で
は
、
支
払
件
数
で
前
年
度
比

3
1
5
件
（
4
・
1
％
）
の
減
と
な
り
、
共
済
金
合

計
に
お
い
て
は
2
億
8
、9
1
8
万
余
円（
13
・
2
％
）

の
減
と
な
っ
た
。

本
年
度
に
お
け
る
事
業
剰
余
金
を
も
っ
て
す
る
事

業
利
用
分
量
割
戻
金
の
配
分
率
は
、
火
災
共
済
が

26
％
程
度
、
風
水
雪
害
特
約
共
済
が
9
％
程
度
、
自

動
車
共
済
が
17
％
程
度
と
な
る
見
込
み
で
あ
る
。

町
村
職
員
生
協
火
災
・
自
動
車
共
済
事
業
の
概
要
報
告

全
国
町
村
職
員
生
活
協
同
組
合

　

全
国
町
村
職
員
生
活
協
同
組
合
が
行
う
火
災
共
済
お
よ
び
自
動
車
共
済
の
平
成
二
十
五
年
度
事
業
概

要
お
よ
び
決
算
に
つ
い
て
は
、
本
年
六
月
十
八
日
に
開
催
さ
れ
た
総
代
会
の
議
決
を
得
た
の
で
、
定
款

の
規
定
に
基
づ
き
次
の
と
お
り
公
告
す
る
。

平

成

二
十
五
年
度

表1
　
貸借対照表

平成26年３月31日現在
（単位：千円）

資
産

１ 流動資産 25,182,788 
預金 5,245,428 
有価証券 18,514,514 
その他 1,422,845 

２ 固定資産 2,047,106 
合　　計 27,229,894 

負
債
・
純
資
産

１ 共済契約準備金 13,416,859 
支払備金 1,769,359 
責任準備金 11,647,500 

２ 流動負債 411,642 
負 債 計 13,828,501 

１ 出資金 1,667,475 
２ 法定準備金 6,636,141 
３ 地震等災害見舞金積立金 3,062,822 
４ 当期未処分剰余金 2,034,953 
 （うち当期剰余金） （1,953,553）

純資産計 13,401,393 
合　　計 27,229,894 

（千円未満切り捨てのため、合計額があわない場合がある。）

表2
　
損益計算書
平成25年４月１日から平成26年３月31日まで

（単位：千円）

収
入

１ 共済掛金 6,871,686 
２ 共済契約準備金戻入 6,299,669 

支払備金戻入 1,989,859 
責任準備金戻入 4,309,810 

３ 資産運用収益 270,261 
４ 事務手数料収入 17,717 
５ 雑収入 7,750 

合　　計 13,467,086 

支
出

１ 支払共済金 2,413,351 
２ 見舞金等 15,477 
３ 管理費及び諸経費 2,482,201 
４ 共済契約準備金繰入 6,264,634 

支払備金繰入 1,769,359 
責任準備金繰入 4,495,275 

５ 資産運用費用 26,961 
合　　計 11,202,626 

経常剰余金 2,264,460 
法人税等 379,000 
法人税等調整額 △ 68,093
当期剰余金 1,953,553 
（千円未満切り捨てのため、合計額があわない場合がある。）
（注）△印は減を示す。

表3
　
平成25年度剰余金処分

（単位：千円）
１ 当期末処分剰余金 2,034,953 
２ 当期処分額 1,813,570 

法定準備金（剰余金の 1 / 5 ） 390,711 
事業の利用分量に応ずる割戻金 1,283,543 
地震等災害見舞金積立金 139,316 

３ 次年度繰越剰余金 221,383 

表4
　
組合加入状況

区　分 人　員 口　数 出資金
平成25年度 173,240人 16,681,738口 1,668,173,800円
平成24年度 174,647　 16,841,305　 1,684,130,520　
比 較 増 減 △ 1,407　 △ 159,567　 △ 15,956,720　
増 減 率 △ 0.8％ △ 0.9％ △ 0.9％
平成23年度 174,312　 16,989,420　 1,698,942,080　
平成22年度 175,573　 17,127,975　 1,712,797,540　
（注）△印は減を示す。
　　 出資金額は預り出資金（１口100円未満の端数口数の累計額）
　　 698,000円を含む。

表5
　
火災共済加入状況

区　分 共済契約件数 契約口数 共済掛金
平成25年度 89,906件 21,087,571口 1,266,154,850円
平成24年度 92,114　 21,518,202　 1,292,727,100　
比 較 増 減 △ 2,208　 △ 430,631　 △ 26,572,250　
増 減 率 △ 2.4％ △ 2.0％ △ 2.1％
平成23年度 94,669　 22,012,832　 1,317,079,880　
平成22年度 97,482　 22,587,434　 1,356,888,980　
（注）△印は減を示す。

表6
　
風水雪害特約共済加入状況

区　分 特約付加件数 契約口数 特約共済掛金
平成25年度 28,420件 6,570,277口 328,905,780円
平成24年度 27,946　 6,392,466　 320,308,650　
比 較 増 減 474　 177,811　 8,597,130　
増 減 率 1.7％ 2.8％ 2.7％
平成23年度 27,841　 6,311,484　 315,306,480　
平成22年度 28,056　 6,322,773　 316,847,970　
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活 動

表7
　
自動車共済加入状況
区　分 契約台数 共済掛金

平 成 25 年 度 197,160台 5,276,626,240円
平 成 24 年 度 199,490　 5,365,426,000　
比 較 増 減 △ 2,330　 △ 88,799,760　
増 減 率 △ 1.2％ △ 1.7％
平 成 23 年 度 202,461　 5,449,750,800　
平 成 22 年 度 205,846　 5,564,129,790　

（注）△印は減を示す。

表8
　
火災共済金支払状況

区　分 火災共済金 臨時費用共済金 残存物取片づけ費用共済金 失火見舞費用共済金 合　計 損害率件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額
平成 25年度 513件 307,094,317円 515件 33,897,812円 161件 7,408,900円 ３件 965,079円 349,366,108円 27.6％
平成 24年度 620　 438,222,088　 622　 41,554,470　 221　 8,812,279　 １　 58,000　 488,646,837　 37.8　
比 較 増 減 △ 107　 △ 131,127,771　 △ 107　 △ 7,656,658　 △ 60　 △ 1,403,379　 ２　 907,079　 △ 139,280,729　 △ 10.2　
増 減 率 △ 17.3％ △ 29.9％ △ 17.2％ △ 18.4％ △ 27.1％ △ 15.9％ 200.0％ 1,563.9％ △ 28.5％ －　
平成 23年度 502　 337,228,561　 503　 34,822,007　 174　 9,496,316　 ３　 778,000　 382,324,884　 29.0　
平成 22年度 436　 292,199,898　 437　 29,219,648　 159　 8,644,436　 １　 80,340　 330,144,322　 24.3　

（注）△印は減を示す。

表9
　
風水雪害特約共済金支払状況

区　　分 特約共済金 臨時費用共済金 残存物取片づけ費用共済金 合　　計 損害率件　数 金　額 件　数 金　額 件　数 金　額
平成 25年度 157件 144,717,807円 157件 22,090,892円 58件 1,639,717円 168,448,416円 51.2％
平成 24年度 187　 170,477,736　 188　 24,688,093　 89　 5,511,103　 200,676,932　 62.7　
比 較 増 減 △ 30　 △ 25,759,929　 △ 31　 △ 2,597,201　 △ 31　 △ 3,871,386　 △ 32,228,516　 △ 11.5　
増 減 率 △ 16.0％ △ 15.1％ △ 16.5％ △ 10.5％ △ 34.8％ △ 70.2％ △ 16.1％ －　
平成 23年度 152　 241,646,213　 153　 32,475,047　 56　 2,436,787　 276,558,047　 87.7　
平成 22年度 53　 35,804,341　 53　 5,370,673　 25　 1,139,916　 42,314,930　 13.4　

（注）△印は減を示す。

表10
　
見舞金支払状況
区　分 件　数 見 舞 金 一件当りの見舞金

平成 25年度 49件 13,487,000円 275,245円
平成 24年度 203　 40,749,000　 200,733　
比 較 増 減 △ 154　 △ 27,262,000　 74,512　
増 減 率 △ 75.9％ △ 66.9％ 37.1％
平成 23年度 2,348　 1,043,765,500　 444,533　
平成 22年度 100　 79,307,000　 793,070　

（注）△印は減を示す。

表11
　
自動車共済金支払状況

区　分 対 物 賠 償 共 済 対 人 賠 償 共 済 合　　　計 損害率件　数 共 済 金 件　数 共 済 金 件　数 共 済 金
平成 25年度 6,685件 1,392,966,153円 707件 502,571,012円 7,392件 1,895,537,165円 35.9％
平成 24年度 6,964　 1,423,079,186　 743　 761,640,186　 　7,707　 2,184,719,372　 40.7　
比 較 増 減 △ 279　 △ 30,113,036　 △ 36　 △ 259,069,174　 　△ 315　 △ 289,182,207　 △ 4.8　
増 減 率 △ 4.0％ △ 2.1％ △ 4.8％ △ 34.0％ △ 4.1％ △ 13.2％ －
平成 23年度 7,146　 1,421,802,234　 737　 587,982,368　 7,883　 2,009,784,602　 36.9　
平成 22年度 7,359　 1,418,440,017　 811　 882,427,992　 8,170　 2,300,868,009　 41.4　

（注）△印は減を示す。

表12
　
自動車共済臨時費用支払状況

区　分 傷　　害 死　　亡 合　　計
件　数 金　　額 件　数 金　　額 件　数 金　　額

平成 25年度 43件 1,290,000円 7件 700,000円 50件 1,990,000円
平成 24年度 41　 1,230,000　 5　 500,000　 46　 1,730,000　
比 較 増 減 2　 60,000　 　2　 200,000　 4　 260,000　
増 減 率 4.9％ 4.9％ 40.0％ 40.0％ 8.7％ 15.0％
平成 23年度 34　 1,020,000　 6　 600,000　 40　 1,620,000　
平成 22年度 48　 1,390,000　 8　 800,000　 56　 2,190,000　
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随 想

随随

想想

鋸
南
町
は
、
房
総
半
島
の
西
南
、
南
房

総
の
玄
関
口
に
位
置
し
、
北
に
東
京
湾
を

望
む
名
山
鋸
山
、
西
に
南
房
総
国
定
公
園

の
風
光
明
媚
な
海
岸
線
を
有
す
る
温
暖
な

地
域
で
、
豊
か
な
自
然
に
恵
ま
れ
て
い
ま

す
。
都
心
か
ら
65
㎞
、
東
京
湾
ア
ク
ア
ラ

イ
ン
を
経
由
す
れ
ば
1
時
間
余
り
で
、
東

京
の
郊
外
と
言
え
る
ほ
ど
の
近
距
離
に
あ

り
ま
す
。

鋸
南
町
は
、『
見
返
り
美
人
図
』
の
作

者
で
浮
世
絵
の
創
始
者
で
あ
る
菱
川
師
宣

の
誕
生
地
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
師
宣
の
業

績
や
作
品
を
紹
介
す
る
浮
世
絵
博
物
館
で

あ
る
「
菱
川
師
宣
記
念
館
」
が
あ
り
ま
す
。

ま
た
、
日
本
一
の
大
き
さ
を
誇
る
日
本
寺

の
大
仏
、
漁
協
直
営
食
堂
の
「
ば
ん
や
」

や
「
な
ぶ
ら
」
も
人
気
の
ス
ポ
ッ
ト
で
す
。

か
つ
て
は
海
水
浴
客
等
の
夏
季
観
光
が
中

心
で
し
た
が
、
早
春
の
花
や
地
元
の
新
鮮

な
野
菜
や
魚
を
目
当
て
に
訪
れ
る
方
も
多

く
、
通
年
観
光
へ
と
広
が
っ
て
き
て
い
ま

す
。

里
山
や
里
海
を
フ
ィ
ー
ル
ド
と
し
た
ス

ポ
ー
ツ
イ
ベ
ン
ト「
マ
ラ
ソ
ン
」や「
オ
ー

シ
ャ
ン
ス
イ
ム
大
会
」
ま
た
、
自
然
散
策

と
季
節
の
味
覚
を
組
み
合
わ
せ
た
「
味
わ

い
ハ
イ
キ
ン
グ
」
も
好
評
で
す
。
年
々
回

数
を
重
ね
る
た
び
に
参
加
者
も
増
え
、
多

く
の
ア
ス
リ
ー
ト
や
ハ
イ
カ
ー
が
訪
れ
、

町
の
魅
力
を
発
信
す
る
イ
ベ
ン
ト
と
な
っ

て
い
ま
す
。

日
本
一
の
水
仙
の
里
、
桜
の
里

本
町
は
、
古
く
か
ら
日
本
水
仙
の
群
生

地
と
し
て
も
知
ら
れ
て
い
ま
す
。
12
月
中

旬
か
ら
咲
き
始
め
る
水
仙
は
、
丈
が
長
く

香
の
強
い
こ
と
が
特
徴
で
す
。「
水
仙
ロ
ー

ド
」
や
「
を
く
づ
れ
水
仙
郷
」
を
は
じ
め
、

毎
年
開
催
し
て
い
る
「
水
仙
ま
つ
り
」
に

は
、
多
く
の
観
光
客
が
訪
れ
て
い
ま
す
。

「
日
本
一
の
桜
の
里
」
を
目
指
し
、
町

民
と
一
体
と
な
っ
て
桜
の
植
栽
に
も
取
り

組
ん
で
き
ま
し
た
。
平
成
14
年
に
本
場
、

伊
豆
の
河
津
町
か
ら
河
津
桜
の
原
木
の
子

孫
を
寄
贈
し
て
い
た
だ
い
た
こ
と
に
端
を

発
し
、
佐
久
間
ダ
ム
湖
親
水
公
園
を
は
じ

め
、
町
内
各
所
に
約
1
万
5
千
本
の
苗
木

を
植
栽
し
て
き
ま
し
た
。

桜
の
愛
称
は
、
石
橋
山
の
戦
い
に
敗
れ

た
源
頼
朝
が
、
町
内
の
竜
島
海
岸
に
上
陸

し
、
兵
を
立
て
直
し
、
天
下
を
治
め
た
伝

説
の
地
で
あ
る
こ
と
に
由
来
し
、「
頼
朝

桜
」
と
命
名
し
ま
し
た
。
現
在
は
、
頼
朝

桜
も
大
き
く
育
ち
、
水
仙
や
桜
を
目
当
て

に
多
く
の
方
が
訪
れ
る
よ
う
に
な
り
、
早

春
の
花
観
光
と
し
て
定
着
し
て
き
ま
し

た
。
こ
れ
か
ら
も
四
季
を
通
し
て
開
花
が

見
ら
れ
る
よ
う
、
紫
陽
花
、
芙
蓉
な
ど
花

木
の
植
栽
に
力
を
入
れ
て
い
ま
す
。

都
市
交
流
施
設
整
備
事
業
を
進
め
て

鋸
南
町
は
、
平
成
23
年
度
に
長
期
的
な

ま
ち
づ
く
り
の
指
針
と
し
た
「
新
鋸
南
町

総
合
計
画
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

こ
の
計
画
の
主
要
事
業
と
し
て
、
統
合

後
に
閉
校
し
た
小
学
校
を
利
活
用
し
た
都

市
交
流
施
設
整
備
事
業
に
取
り
組
ん
で
い

ま
す
。
こ
の
事
業
は
、
農
水
産
物
の
直
売

所
や
飲
食
施
設
、
情
報
窓
口
を
は
じ
め
、

子
ど
も
の
遊
び
場
や
簡
易
宿
泊
施
設
等
を

予
定
し
て
い
ま
す
が
、
近
隣
自
治
体
に
も

同
様
の
施
設
が
多
々
あ
る
中
で
、
オ
ン

リ
ー
ワ
ン
の
施
設
と
な
る
よ
う
知
恵
を

絞
っ
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。
完
成
後
は
、

こ
の
施
設
が
南
房
総
の
拠
点
と
な
り
、
地

域
の
特
産
品
の
販
売
や
地
元
グ
ル
メ
の
紹

介
な
ど
本
町
を
は
じ
め
南
房
総
地
域
の
魅

力
を
発
信
し
て
い
く
と
と
も
に
、
町
民
の

方
々
が
活
躍
で
き
る
ス
テ
ー
ジ
と
な
る
よ

う
望
ん
で
い
ま
す
。
そ
し
て
来
訪
者
が
本

町
の
魅
力
を
感
じ
、
更
に
は
定
住
化
に
繋

げ
ら
れ
た
ら
と
期
待
し
て
い
ま
す
。

平
成
11
年
に
町
長
に
就
任
し
て
以
来
、

財
政
難
の
中
「
明
る
く
、
楽
し
く
、
元
気

よ
く
生
活
で
き
る
鋸
南
町
」を
目
標
と
し
、

様
々
な
施
策
に
取
り
組
ん
で
ま
い
り
ま
し

た
。
そ
の
間
、
人
件
費
の
削
減
や
公
共
施

設
の
統
合
等
、
徹
底
し
た
行
財
政
改
革
に

取
り
組
み
、
重
要
課
題
で
あ
っ
た
老
朽
化

し
た
教
育
施
設
や
保
育
所
の
整
備
、ま
た
、

子
育
て
支
援
の
た
め
の
保
育
時
間
の
延

長
、
学
童
保
育
所
を
開
設
す
る
な
ど
、
住

民
の
生
活
を
守
る
た
め
の
様
々
な
事
業
を

完
遂
し
て
き
ま
し
た
。

こ
れ
も
、
住
民
の
皆
さ
ま
と
の
協
働
で

取
り
組
ん
で
き
た
成
果
と
思
っ
て
お
り
ま

す
。少

子
高
齢
化
が
進
む
中
で
、
鋸
南
町
は

都
会
と
同
じ
も
の
を
求
め
る
の
で
は
な

く
、
温
暖
な
気
候
、
風
光
明
媚
な
景
観
、

首
都
東
京
へ
の
近
接
性
な
ど
、
町
が
有
す

る
特
性
を
活
か
し
な
が
ら
、住
民
ど
う
し
、

住
民
と
行
政
が
力
を
あ
わ
せ
、
住
ん
で
よ

し
、
働
い
て
よ
し
、
訪
れ
て
よ
し
の
「
三

ツ
星
の
ふ
る
さ
と
」
を
創
る
こ
と
を
目
指

し
て
ま
い
り
ま
す
。

白し
ら

石い
し

　治は
る

和か
ず

千
葉
県
鋸き

ょ

南な
ん

町
長

「
三
ツ
星
の
ふ
る
さ
と
」を

目
指
し
て
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※この車両共済（保険）をご契約いただける方は、全国町村職員生活協同組合の自動車共済に加入されている方に
限ります。

・掛金（保険料）は、型式、初度登録年月、年齢条件、運転者限定特約の有無、共済（保険）金額、等級などにより異なります。
・このご案内は概要を説明したものです。詳しい内容については取扱代理店（千里）または損保ジャパンの営業店にお問
い合せください。

◎１年間事故が無かった場合は、翌年の等級は１等級上がります。
　事故によって車両共済（保険）をご利用された場合は、事故件数１件につき３等級下がります。

〈 車 

集団扱としてご契約いただけるのは、保険契約者および被保険者が損保ジャパンの定める条件を満たす場合のみとなります。 
詳細については、取扱代理店（千里）または損保ジャパンにお問い合わせください。 
両 保 険 引 受 保 険 会 社 〉 ㈱ 損 害 保 険 ジ ャ パ 

この車両共済（保険）は、町村生協の自動車共済で補償する対人賠償、対物賠償、限定
搭乗者傷害等に加え「ご自身のおクルマの補償（車両保険）」を追加する制度です。
お車が衝突した場合や台風・いたずら・盗難など偶然な事故で損害を被ったときに、
共済（保険）金をお支払いします。

町村生協の自動車共済にご加入の皆様なら！

○無事故による割引で新規から

○集団扱年一括払いによる割引で更に
○保険料分割払（ 回）も選択可能です。
（保険料分割払をご利用の場合は上記の集団扱年一括払の５％割引の適用はありません。）

ご加入を希望するお車が町村生協の自動車共済で過去３年間無事故の場合は、ノンフリート等級９等級からスタートします。
（保険料）割引％

％割引

　無料ロードサービスがついてきます。
　
　
　
　
　●バッテリー上がりや、キー閉じ込み、ガス欠など

無料ロードサ41
5

ご契約のお車が、事故・故障で自力走行できなく
なった場合、事前にロードアシスタンス専用デス
クにご連絡ください。JAFにお取り次ぎし、レッ
カーや30分程度の緊急修理などを手配します。

ン営業開発第２部第３課　03-3593-6456 SJ13-09078(2013.11.14作成）

大切なマイカーには…

のご加入がオススメです！
全国町村等職員の自動車共済 上乗せ  車両共済（保険）+
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